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 添付法令資料 2：    韓国科学技術基本法韓国科学技術基本法韓国科学技術基本法韓国科学技術基本法（目次） 

 添付法令資料 3：    裁判所国家登記簿に関する裁判所国家登記簿に関する裁判所国家登記簿に関する裁判所国家登記簿に関する 1997199719971997 年年年年 8888 月月月月 20202020 日付ポーランド法律日付ポーランド法律日付ポーランド法律日付ポーランド法律 

  （目次） 

 添付法令資料 4：    貿易分野の標準化に関する貿易分野の標準化に関する貿易分野の標準化に関する貿易分野の標準化に関する 2016201620162016 年年年年 4444 月月月月 7777 日付インドネシア共和国日付インドネシア共和国日付インドネシア共和国日付インドネシア共和国    

        商業大臣規程商業大臣規程商業大臣規程商業大臣規程 No.24/MNo.24/MNo.24/MNo.24/M----DAG/PERDAG/PERDAG/PERDAG/PER（目次） 

 添付法令資料 5：    ベトナム輸出税・輸入税法ベトナム輸出税・輸入税法ベトナム輸出税・輸入税法ベトナム輸出税・輸入税法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2016 年 7 月 1 日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 シンド州北部農村部女子前期中等教育強化計画のための贈与に関する日本国

政府とパキスタン・イスラム共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務

省告示第 231号） 
16.06.27公布 

2 パキスタン・イスラム共和国における不正薬物取引及び関連する国際的な組

織犯罪に対する国境安全強化計画のための贈与に関する日本国政府と国際連

合との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 232号） 
16.06.27公布 

3 セラヤセントラル保健管区二次機能病院建設計画のための贈与に関する日本

国政府とニカラグア共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第

233号） 
16.06.27公布 

4 イラン・イスラム共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とイラン・イ

スラム共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 234号） 
16.06.27公布 

5 マーシャル諸島共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とマーシャル諸

島共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 235号） 
16.06.27公布 

6 情報の保護に関する日本国政府とイタリア共和国政府との間の協定の署名及

び効力発生に関する件（外務省告示第 237号） 
16.06.28公布／16.06.07発効 

7 円借款の支出期間の延長に関する日本国政府とブラジル連邦共和国政府との

間の口上書の交換に関する件（外務省告示第 238号） 
16.06.28公布 

8 使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部を改正する件（厚生労働省告示第 267号） 
16.06.28公布／16.06.29適用 
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9 種苗法第 13条第 1項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産省

告示第 1364号） 
16.06.28公布 

10 東ティモール国立大学工学部新校舎建設計画のための贈与に関する日本国政

府と東ティモール民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示

第 242号） 
16.06.29公布 

11 東ティモール民主共和国政府に対する贈与に関する日本国政府と東ティモー

ル民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 243号） 
16.06.29公布 

12 パキスタン・イスラム共和国におけるポリオ感染拡大防止・撲滅計画のため

の贈与に関する日本国政府と国際連合児童基金との間の書簡の交換に関する件

（外務省告示第 244号） 
16.06.29公布 

13 第三次農村道路建設機材整備計画のための贈与に関する日本国政府とブータ

ン王国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 245号） 
16.06.29公布 

14 タイ王国政府に対する贈与に関する日本国政府とタイ王国政府との間の書簡

の交換に関する件（外務省告示第 246号、第 247号） 
16.06.29公布 

15 アフガニスタン・イスラム共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とア

フガニスタン・イスラム共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告

示第 248号） 
16.06.29公布 

16 バハマ国政府に対する贈与に関する日本国政府とバハマ国政府との間の書簡

の交換に関する件（外務省告示第 249号） 
16.06.29公布 

17 シリア・アラブ共和国における「危機の影響を受けたシリアのコミュニティ

における緊急の人道的必要性に対応するための電力安定供給計画」のための贈

与に関する日本国政府と国際連合開発計画との間の書簡の交換に関する件（外

務省告示第 250号） 
16.06.29公布 

18 第七次地雷除去活動機材整備計画のための贈与に関する日本国政府とカンボ

ジア王国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 251号） 
16.06.29公布 

19 チュルイ・チョンバー橋改修計画のための贈与に関する日本国政府とカンボ

ジア王国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 252号） 
16.06.29公布 

20 総合法律支援法の一部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令（第

246号） 
16.06.30公布 

21 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行

期日を定める政令（第 247号） 
16.06.30公布 

22 中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係政令の整備に関する政令（第 248号） 
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16.06.30公布／16.07.01施行 
23 特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律施行規則の一部を改正する省

令（経済産業省令第 80号） 
16.06.30公布／16.07.01施行 

24 1970年 6月 19日にワシントンで作成された特許協力条約に基づく規則の修

正に関する件（外務省告示第 253号） 
16.06.30公布／16.07.01発効 

25 地方税法施行規則の一部を改正する省令（総務省令第 69号） 
16.06.30公布／同日施行（ただし、一部を除く。） 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 インターネット情報検索サービス管理規定 
  （互联网信息搜索服务管理规定） 

16.06.25発布 国家インターネット情報弁公室／16.08.01施行 
2 管理会計基本指針 

  （管理会计基本指引） 
16.06.22発布 財政部 財会[2016]10号／同日施行 

3 モバイル・インターネット・アプリケーション・プログラム情報サービス管

理規定 
  （移动互联网应用程序信息服务管理规定） 

16.06.28発布 国家インターネット情報弁公室／16.08.01施行 
4 高度新規技術企業認定管理業務指針（改訂） 
  （高新技术企业认定管理工作指引） 

16.06.22 発布 科学技術部、財政部及び国家税務総局 国科発火[2016]195
号／16.01.01施行 

5 一部の規定及び規範性文書の廃止及び修正に関する農業部の決定 
  （农业部关于废止和修改部分规章、规范性文件的决定） 

16.05.30発布 農業部 農業部令 2016年第 3号 
6 公共資源取引プラットフォーム管理暫定施行弁法 
  （公共资源交易平台管理暂行办法） 

16.06.24 発布 国家発展及び改革委員会、工業及び情報化部、財政部、国

土資源部、環境保護部、住宅及び都市・農村建設部、交通運送部、水利部、

商務部、国家衛生及び計画出産委員会、国務院国有資産監督管理委員会、国

家税務総局、林業局並びに国家機関事務管理局令／16.08.01施行 
 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国保监会关于加强组合类保险资产管理产品业务监管的通知 

16.06.13発布 保険監督管理委員会 保監資金[2016]104号／同日施行 
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第 3 ロシア 

1 ロシア連邦軍事裁判所に関するロシア連邦憲法的法律第 23 条への変更の導

入に関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.4-FKZ 
18.06.01施行 

2 バイオ医療細胞製品に関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律No.180-FZ 
公布の日から施行 

3 ロシア連邦における違法行為の予防システムの基礎に関する 2016年 6月 23
日付ロシア連邦法律 No.182-FZ 

公布の日から 180日の期間経過後に施行 
4 クリミア共和国及び連邦的意義を有する都市セヴァストポリの領域における

ロシア連邦刑法典及びロシア連邦刑事訴訟法典の適用に関するロシア連邦法律

第 7条への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律No.189-FZ 
18.06.01施行 

5 銀行及び銀行活動に関するロシア連邦法律第 5 条並びに犯罪的方法に取得さ

れた所得の適法化（ロンダリング）及びテロリズムに係る資金供与に対する対

抗に関するロシア連邦法律第 7条への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付
ロシア連邦法律 No.191-FZ 

16.09.01施行 
6 ロシア連邦予算法典第 93.2 条への変更の導入に関する 2016 年 6 月 23 日付

ロシア連邦法律 No.192-FZ 
公布の日から施行 

7 住宅建設の発展に係る協力に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法

規への変更の導入に関するロシア連邦法律第7条への変更の導入に関する2016
年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.193-FZ 

公布の日から施行 
8 ロシア連邦における保険業務組織に関するロシア連邦法律及びロシア連邦に

おけるアクチュアリ活動に関するロシア連邦法律第 3 条への変更の導入に関す

る 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.194-FZ 
9 ロシア連邦構成主体の国家権力立法（代議）機関及び執行機関の組織化に係

る一般原理に関するロシア連邦法律第 26.3 条並びに地方自治の組織化に係る

一般原理に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付
ロシア連邦法律 No.197-FZ 

10 国家及び地方自治体の需要の保障のための物品、労務又は役務の買付分野に

おける契約システムに関するロシア連邦法律第 1 条への変更の導入に関する

2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.203-FZ 
公布の日から施行 

11 狩猟事業の分野における活動の種類の実施のための森林及び土地の利用の完

全化に関して個別のロシア連邦法規へ変更を導入することに関する 2016 年 6
月 23日付ロシア連邦法律 No.206-FZ 

17.01.01施行 
12 クレジット履歴に関するロシア連邦法律第 3条への変更の導入に関する 2016
年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.211-FZ 

公布の日から施行 
13 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 15.25 条への変更の導入に関する
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2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.212-FZ 
14 ロシア連邦租税法典第 2部第 346.2条及び第 346.3条への変更の導入に関す

る 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.216-FZ 
15 抵当権（不動産担保）に関するロシア連邦法律第 9.1 条への変更の導入に関

する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.217-FZ 
公布の日から 30日の期間経過後に施行 

16 森林関係の完全化に関してロシア連邦森林法典及び個別のロシア連邦法規へ

変更を導入することに関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法典 No.218-FZ 
一部を除き、公布の日から 10日の期間経過後に施行 

17 司法権力機関の活動における電子文書の適用に関して個別のロシア連邦法規

へ変更を導入することに関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律No.220-FZ 
一部を除き、17.01.01施行 

18 住宅建設の発展に係る協力に関するロシア連邦法律及び個別のロシア連邦法

規への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.221-FZ 
16.09.01施行 

19 クリミア共和国のロシア連邦への受入れ及び新たな構成主体即ちクリミア共

和国及び連邦的意義を有する都市セヴァストポリのロシア連邦の構成への形成

に関するロシア連邦憲法的法律第 12.1条への変更の導入に関する 2016年 6月
23日付ロシア連邦憲法的法律 No.5-FKZ 

公布の日から施行 
20 ロシア連邦における税関規制に関するロシア連邦法律第 100 条への変更の導

入に関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.188-FZ 
公布の日から 30日の期間経過後に施行 

21 行政的違法行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2016 年 6
月 23日付ロシア連邦法律 No.195-FZ 

22 電力供給システム及び電力供給対象の信頼性及び安全性に対する要求の完全

化に関して電力供給体制に関するロシア連邦法律へ変更を導入することに関す

る 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.196-FZ 
公布の日から施行 

23 ロシア連邦都市建設法典第 55条への変更の導入に関する 2016年 6月 23日

付ロシア連邦法律 No.198-FZ 
公布の日から施行 

24 未成年者の利用を伴う、及び（又は）未成年者間のポルノグラフィ製品の流

通に対抗するためにロシア連邦刑法典第 242.1 条へ変更を導入すること並びに

ロシア連邦刑事訴訟法典第 151条への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付
ロシア連邦法律 No.199-FZ 

25 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 23.10 条への変更の導入に関する

2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.200-FZ 
26 交通・運送安全に関するロシア連邦法律第 12条及び警察に関するロシア連邦

法律第 48 条への変更の導入に関する 2016 年 6 月 23 日付ロシア連邦法律

No.201-FZ 
一部を除き、公布の日から施行 

27 エチル・アルコール並びにアルコール及びスピリット含有製品の生産及び流

通に係る国家規制並びにアルコール製品の消費（吸飲）の制限に関するロシア

連邦法律並びに行政的違法行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関す

る 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.202-FZ 
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一部を除き、公布の日から施行 
28 通信に関するロシア連邦法律第 2 条及び第 24 条への変更の導入に関する

2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.204-FZ 
29 行政的違法行為に関するロシア連邦法典第 27.13 条への変更の導入に関する

2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.205-FZ 
16.09.01施行 

30 行政的違法行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2016 年 6
月 23日付ロシア連邦法律 No.207-FZ 

31 情報及び情報技術並びに情報の保護に関するロシア連邦法律並びに行政的違

法行為に関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付ロ
シア連邦法律 No.208-FZ 

17.01.01施行 
32 ロシア連邦における普通管轄連邦裁判所の陪審員に関するロシア連邦法律へ

の変更の導入に関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.209-FZ 
16.07.01施行 

33 ロシア連邦における戦略的プランニングに関する法律への変更の導入に関す

る 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.210-FZ 
34 運送手段の保有者の民事責任に係る強制保険に関する法律への変更の導入に

関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦法律 No.214-FZ 
一部を除き、公布の日から 10日の期間経過後に施行 

35 犯罪的方法により取得された所得の適法化（ロンダリング）及びテロリズム

に係る資金供与に対する対抗に関するロシア連邦法律並びに行政的違法行為に

関するロシア連邦法典への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付ロシア連邦

法律 No.215-FZ 
公布の日から 180日の期間経過後に施行 

36 身分事項簿に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する 2016年 6月 23
日付ロシア連邦法律 No.219-FZ 

一部を除き、17.01.01施行 
37 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2016年 6月 23日付ロシア連

邦法律 No.222-FZ 
一部を除き、公布の日から 180日の期間経過後施行 

38 ロシア連邦行政訴訟手続法典への変更の導入に関する 2016年 6月 28日付ロ
シア連邦法律 No.223-FZ 

公布の日から施行 
39 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 5 韓国 

1 学術振興法施行規則一部改正令 
16.06.27公布 教育部令第 103号／同日施行 

2 熟練技術奨励法施行令一部改正令 
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16.06.28公布 大統領令第 27279号／同日施行 
3 国土交通科学技術育成法施行令 

16.06.28 公布 大統領令第 27280 号／16.06.30 施行（ただし、一部を除

く。） 
4 資本市場及び金融投資業に関する法律施行令一部改正令 

16.06.28 公布 大統領令第 27291 号／16.06.30 施行（ただし、一部を除

く。） 
5 電子金融取引法施行令一部改正令 

16.06.28 公布 大統領令第 27293 号／16.06.30 施行（ただし、一部を除

く。） 
6 物流施設の開発及び運営に関する法律施行規則一部改正令 

16.06.30公布 国土交通部令第 330号／16.06.30施行 
7 公共交通の育成及び利用促進に関する法律施行規則一部改正令 

16.06.30公布 国土交通部令第 332号／16.06.30施行 
8 自由貿易協定の履行のための関税法の特例に関する法律施行令全部改正令 

16.06.30 公布 大統領令第 27300 号／16.07.01 施行（ただし、一部を除

く。） 
 

第 6 台湾 

1 修正「車輛安全檢測基準」部分規定  
16.06.24公布 交通部 交路字第 10550076751号／同日施行 

2 修正「申請土地徵收注意事項」部分規定 
16.06 24公布 内政部 台內地字第 1051304449号／同日施行 

3 修正「物品或其包裝容器及其應負回收清除處理責任之業者範圍」公告事項第 1
項表 1 

16.06.27公布 行政院環境保護署 環署廢字第1050049280号／17.01.01施
行 

4 修正「半自動電銲技術士技能檢定規範」，並修正名稱為「技術士技能檢定半自

動電銲職類規範」 
16.06.27公布 労働部 勞動發能字第 1050505549号／同日施行 

5 修正「輻射工作場所管理與場所外環境輻射監測作業準則」 
16.06.27布 行政院原子能委員会 會輻字第 10500087791号／同日施行 

6 訂定 105年上半年度適用「保險業計算自有資本及風險資本之範圍及計算公式」

之人身保險業計算自有資本及風險資本相關報表及填報手冊、財產保險業計算自

有資本及風險資本相關報表及填報手冊及再保險業計算自有資本及風險資本相

關報表及填報手冊 
16.06.28 公布 金融監督管理委員会 金管保財字第 10502073331 号／

16.07.01施行 
7 訂定「集中式放射性廢棄物貯存設施場址規範」 

16.06.29公布 行政院原子能委員会 會物字第 10500089031号／同日施行 
8 核釋投資控股公司適用「企業併購法」有關所得稅連結稅制規定 

16.06.29公布 財政部 台財稅字第 10500580850号 
9 修正「食品添加物使用範圍及限量暨規格標準」 

16.06.29公布 衛生福利部令 部授食字第 1051301024号 
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10 修正「專利法施行細則」 
16.06.29公布 経済部 經智字第 10504602860号 

11 修正「專利年費減免辦法」 
16.06.29公布 経済部 經智字第 10504602870号／同日施行 

12 修正「專利電子申請及電子送達實施辦法」 
16.06.29公布 経済部 經智字第 10504602850号 

13 修正「專利以外文本申請實施辦法」 
16.06.29公布 経済部 經智字第 10504602840号／同日施行 

14 修正「環境用藥專業技術人員設置管理辦法」 
16.06.29公布 行政院環境保護署 環署毒字第 1050049766号／一部を除き、

同日施行 
15 核釋「所得稅法」第 66條之 3、第 66條之 6規定有關營利事業以法定盈餘公

積或特別盈餘公積撥充資本之相關股東可扣抵稅額計算規定 
16.06.30公布 財政部 台財稅字第 10504500080号／同日施行 

16 修正「稅務違章案件裁罰金額或倍數參考表」加值型及非加值型營業稅法規定

部分 
16.06.30公布 財政部 台財稅字第 10504568400号／同日施行 

17 修正「檔案法施行細則」 
16.06.30公布 国家発展委員会档案管理局 檔徵字第 10500091433号 

 

第 7 シンガポール 

1 Goods and Services Tax Act (Amendment of Fifth Schedule) Order 2016 
First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 30th 

June 2016 and, come into operation on 1 July 2016; No.S302/2016 
2 Income Tax Act (Amendment of Seventh Schedule) Order 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 30th 
June 2016 and, come into operation on 1 July 2016; No.S303/2016 

3 Stamp Duties Act (Amendment of Fourth and Fifth Schedules) 
Notification 2016 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 30th 
June 2016 and, come into operation on 1 July 2016; No.S304/2016 

 

第 8 タイ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 REPUBLIC ACT NO. 10745 
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  AN ACT ALLOWING NATURAL GAS POWER GENERATING PLANTS 
IN THE COUNTRY TO USE NEAT DIESEL AS AN ALTERNATIVE FUEL, 
EXEMPTING THEM FROM THE REQUIREMENTS OF PARAGRAPH 5.3, 
SECTION 5 OF REPUBLIC ACT NO. 9367, OTHERWISE KNOWN AS 
THE “BIOFUELS ACT OF 2006” 

16.2.26承認／2つ以上の全国流通新聞に公布された日から 15日後に施行 
 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 国際条約（保健分野における協力に関する上海協力機構加盟国政府間条約）

の承認に関するウズベキスタン共和国大統領決定 
2016年 6月 17日付 No.PP-2550／同月 27日施行 

2 いくつかのウズベキスタン共和国政府決定の失効の認定に関するウズベキス

タン共和国内閣決定（私有財産、小企業及び民間事業活動の確実な保護の保障、

それらの加速的な発展のための障壁の除去に係る措置に関する 2015年 5月 15
日付ウズベキスタン共和国大統領令 No.UP-4725に関する内閣決定） 

2016年 6月 17日付 No.210／同月 27日施行 
3 いくつかのウズベキスタン共和国政府決定への変更及び追加の導入、並びに

そのいくつかの失効の認定に関するウズベキスタン共和国内閣決定（ウズベキ

スタン共和国関税法典の承認に関する 2016年 1月 20日付ウズベキスタン共和

国法律 No.ZRU-400 及びウズベキスタン共和国の関税法典の採択に伴ういく

つかのウズベキスタン共和国法令への変更の導入及びそのいくつかの失効の

認定に関する 2016年 1月 20日付ウズベキスタン共和国法律 No.ZRU-401に

関する決定） 
2016年 6月 20日付 No.211／同月 27日施行 

4 関税及び租税の条件付免税が適用される一時的輸入品の一覧の承認、その免

税の条件及び優遇の有効期間に関するウズベキスタン共和国内閣決定 
2016年 6月 20日付 No.212／同月 27日施行 

 

第 15 トルコ 
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1 投資ファンドに係る原則の通知（III-52.1）における変更の実施に関する資本

市場委員会の通知（III-52.1.a） 
2016年 6月 23日官報 No.29751／同日施行 

2 再生可能エネルギー資源から電力を生産する施設において利用される自国部

品の支援に関するエネルギー及び天然資源省の規則 
2016年 6月 24日官報 No.29752／同日施行 

3 輸出、トランジット貿易、輸出とみなされる販売及び譲渡、並びに外貨を獲

得するサービス及び活動における租税、公課及び費用の免除に関する通知（輸

出：2008/6）における変更の実施に関する経済省の通知（輸出：2016/4） 
2016年 6月 28日官報 No.29756／同日施行 

4 科学、工業及び技術省のエレベーター規則（2014/33/AB） 
2016年 6月 29日官報 No.29757／同日施行 

5 科学、工業及び技術省の計量品規則（2014/32/AB） 
2016年 6月 29日官報 No.29757／同日施行 

 

第 16 ウクライナ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 17 ポーランド 

1 金融市場主体によるクレームの検討及び金融オンブズマンに関する 2015年8
月 5日付法律の単一テキストの公布に関する 2016年 6月 8日付国会下院議長

の公告 No.892 
16.06.23公布 

2 ポーランド共和国領内における役務の供与に関する 2010 年 3 月 4 日付法律

の単一テキストの公布に関する 2016年 6月 1日付国会下院議長の公告No.893 
16.06.23公布 

3 国家研究及び開発センターに関する 2010年 4月 30日付法律の単一テキスト

の公布に関する 2016年 6月 9日付国会下院議長の公告 No.900 
16.06.24公布 

4 国家資本ファンドに関する 2005 年 3 月 4 日付法律の単一テキストの公布に

関する 2016年 6月 9日付国会下院議長の公告 No.901 
16.06.24公布 

5 テレコミュニケーション・サービス及びネットワークの発展に係る支援に関

する 2010年 5月 7日付法律及びいくつかのその他の法律の変更に関する 2016
年 6月 9日付法律 No.903 

16.06.24公布／一部を除き、16.07.01施行 
6 反テロリズム活動に関する 2016年 6月 10日付法律 No.904 

16.06.24公布／一部を除き、公布の日から 7日の期間経過後に施行 
7 租税管理局に関する 2015年 7月 10日付法律の変更に関する 2016年 6月 10
日付法律 No.905 

16.06.24公布／公布の日に続く日から施行 
8 高等教育制度に関する法（2005 年 7 月 27 日付法律）の変更に関する 2016
年 5月 20日付法律No.907 
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16.06.24公布／公布の日に続く日から施行 
9 労働法典（1974年 6月 26日付法律）の変更に関する 2016年 5月 13日付法

律 No.910 
16.06.27公布／16.09.01施行 

10 個人情報の保護に関する 1997年 8月 29日付法律の単一テキストの公布に関

する 2016年 6月 30日付国会下院議長の公告 No.922 
16.06.28公布 

11 再生可能エネルギー資源に関する 2015年 2月 20日付法律及びいくつかのそ

の他の法律の変更に関する 2016年 6月 22日付法律 No.925 
16.06.28公布／一部を除き、16.07.01施行 

12 国家メディア評議会に関する 2016年 6月 22日付法律 No.929 
16.06.29公布／一部を除き、公布の日から 7日の期間経過後に施行 

13 社会的援助に関する 2004年 3月 12日付法律の単一テキストの公布に関する

2016年 6月 7日付国会下院議長の広告 No.930 
16.06.29公布 

14 医療活動に関する 2011 年 4 月 15 日付法律の変更に関する 2016 年 6 月 10
日付法律 No.960 

16.06.30公布／一部を除き、公布の日から 14日の期間経過後に施行 
 

第 18 南アフリカ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 19 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 20 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 21 添付法令資料 

   1モロッコの政府観光局に関するモロッコの政府観光局に関するモロッコの政府観光局に関するモロッコの政府観光局に関する 1976197619761976 年年年年 4444 月月月月 12121212 日付第日付第日付第日付第 1111----74747474----16161616 号勅令号勅令号勅令号勅令（目次）    

   2韓国科学技術基本法韓国科学技術基本法韓国科学技術基本法韓国科学技術基本法（目次）    

   3裁判所国家登記簿に関する裁判所国家登記簿に関する裁判所国家登記簿に関する裁判所国家登記簿に関する 1997199719971997 年年年年 8888 月月月月 20202020 日付ポーランド法律日付ポーランド法律日付ポーランド法律日付ポーランド法律（目次） 

   4 貿易分野の標準貿易分野の標準貿易分野の標準貿易分野の標準化に関する化に関する化に関する化に関する 2016201620162016 年年年年 4444 月月月月 7777 日付インドネシア共和国商業大臣日付インドネシア共和国商業大臣日付インドネシア共和国商業大臣日付インドネシア共和国商業大臣

規程規程規程規程 No.24/MNo.24/MNo.24/MNo.24/M----DAG/PERDAG/PERDAG/PERDAG/PER（目次）    

   5ベトナム輸出税・輸入税法ベトナム輸出税・輸入税法ベトナム輸出税・輸入税法ベトナム輸出税・輸入税法（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 
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糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

津守 博之  弁護士 日本国及びニューヨーク州：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

鈴木 崇   弁護士：韓国・インドネシア法令担当 

森 啓太   弁護士：租税・独占禁止・知的財産・越南・韓国・インドネシア法令

担当 

奥野 剛史  弁護士：インド・パキスタン・スリランカ・インドネシア法令担当 

村瀬 健太  弁護士：モンゴル・韓国・インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

光本 亘佑  弁護士：独占禁止法担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務法令担当 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 
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伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

アレクセイ アレクサンドロビッチ ロセフ  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  URYU & ITOGA ADVISORY SERVICE VIETNAM CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  北京市堅石律師事務所 律師：柳 錦実：韓国法令担当 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 



1 
 

添付法令資料 1： 
 

モロッコの政府観光局に関する 1976 年 4 月 12 日付第 1-74-16 号勅令（目次） 
 
 
第 1 編  名称及び目的（第 1 条～第 2 条） 
第 2 編  運営機構（第 3 条～第 8 条） 
第 3 編  財源及び財務体制（第 9 条～第 10 条） 
第 4 編  雑則（第 11 条～第 12 条） 

 
 
添付法令資料 2： 
 

韓国科学技術基本法（目次） 
2015 年 12 月 22 日法律第 13578 号により一部改正 2016 年 6 月 23 日施行 

 
 

第 1 章  総則（第 1 条ないし第 6 条） 
第 2 章  科学技術政策の樹立及び推進体制（第 7 条ないし第 8 条の 2） 
第 2 章の 2  国家科学技術審議会（第 9 条ないし第 10 条） 
第 3 章  科学技術研究開発推進及び研究開発成果の活用（第 11 条ないし第 20 条） 
第 4 章  科学技術投資及び人材資源の拡充（第 21 条ないし第 25 条） 
第 5 章  科学技術基盤強化及び革新環境造成（第 26 条ないし第 36 条） 
附則 
 
 
添付法令資料 3： 
 

裁判所国家登記簿に関する 1997 年 8 月 20 日付ポーランド法律（目次） 
2016 年 4 月 29 日最終単一テキスト公布 

 
 

第 1 章  総則（第 1 条ないし第 35a 条） 
第 2 章  企業登記簿（第 36 条ないし第 48 条） 
第 3 章  協会、その他の社会的及び職業的組織、財団並びに自主的公共健康保護施

設登記簿（第 49 条ないし第 54 条） 
第 4 章  支払不能債務者登記簿（第 55 条ないし第 60 条） 
第 5 章  現行規定における変更及び終則（第 61 条ないし第 88 条） 
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添付法令資料 4： 
 

貿易分野の標準化に関する 2016 年 4 月 7 日付 
インドネシア共和国商業大臣規程 No.24/M-DAG/PER（目次） 

公布の日から 6 か月後に施行 
 
 

第 1 章  総則（第 1 条） 
第 2 章  範囲（第 2 条） 
第 3 章  貿易分野における商品及びサービスの標準化 
 第 1 節  商品の標準化（第 3 条ないし第 11 条） 
 第 2 節  貿易分野におけるサービスの標準化（第 12 条ないし第 18 条） 
第 4 章  プレ市場の監督 
 第 1 節  総則（第 19 条ないし第 21 条） 
 第 2 節  商品登録番号及び商品申請番号の取得手続（第 22 条ないし第 30 条） 
 第 3 節  商品登録番号及び商品申請番号の添付（第 31 条及び第 32 条） 
 第 4 節  商品登録番号及び商品申請番号の有効期間（第 33 条） 
 第 5 節  商品登録番号及び商品申請番号の情報、要約及び公表（第 34 条） 
第 5 章  適合性評価機関（LPK）（第 35 条ないし第 55 条） 
第 6 章  指導（第 56 条） 
第 7 章  制裁（第 57 条ないし第 70 条） 
第 8 章  雑則（第 71 条ないし第 73 条） 
第 9 章  経過規定（第 74 条） 
第 10 章  終則（第 75 条及び第 76 条） 
 
 
添付法令資料 5： 
 

ベトナム輸出税・輸入税法（目次） 
16.04.19 可決 法律第 107/2016/QH13 号／16.09.01 施行 

 
 

第 1 章  総則（第 1 条ないし第 4 条） 
第 2 章  税計算根拠、税計算の時及びタリフ（第 5 条ないし第 11 条） 
第 3 章  アンチダンピング税、補助金相殺関税及びセーフガード税（第 12 条ない

し第 15 条） 

第 4 章  免税、減税及び税還付（第 16 条ないし第 19 条） 
第 5 章  施行条項（第 20 条ないし第 22 条） 
 


